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GXへの取り組みを表明していないメーカーが製造販売している

省エネ側設備は、従来枠での審査になる。

日立グローバルライフソリューションズ(GLS)は、GXへの取り組みを表明しているメーカーです。

そのためGLS製品を選定することで、メーカー強化枠での申請となります。

また一部製品は、トップ性能枠 での申請が可能です。

(Ⅲ)設備単位型 [従来枠]

予算額 １次公募 ２次公募 ３次公募

2026年度分(1年度目) 約 58億円 約 38億円
ー

2027年度分(2年度目) 約 19億円 約 29億円

備考 公募終了
6月上旬
～7月上旬

公募予定
なし

(Ⅲ)GX設備単位型、(Ⅱ)電化・脱炭素燃転型

予算額 事業区分 １次 ２次 ３次

2026年度分
(1年度目)

(Ⅱ)電化・脱炭素燃転型
約 154億円 約 77億円 約 26億円

(Ⅲ) トップ性能枠

GX設備単位型 メーカー強化枠 約 150億円 約 75億円 約 25億円

2027年度分
(2年度目)

(Ⅱ)電化・脱炭素燃転型
約 515億円 約 258億円 約 86億円

(Ⅲ) トップ性能枠

GX設備単位型 メーカー強化枠 約 75億円 約 37億円 約 12億円

備考 公募終了
6月上旬
～7月上旬

日程未決定
公募される
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企業体の定義（省エネ・非化石転換補助事業）

【中小企業者等】 中小企業の定義（資本金、従業員）のいずれかに該当する事業者（業種分類は、日本標準産業分類を参照）

【みなし大企業】 単体では中小企業に分類されるが、資本金５億円以上の「大企業１社」が、株式を100％保有されている法人

【中小企業団体等】 各“組合法”などに基づき設立した法人

【個人事業主】 青色申告者に限る

【その他中小企業者等】 会社法以外の法人かつ従業員が300人以下の法人

【その他】 みなし大企業に該当する法人。会社法以外の法人かつ従業員が300人超えの法人

【大企業】 会社法上の会社かつ、「中小企業者」や「みなし大企業」に該当しない法人

①製造業・その他 3.0億円 300人

②卸売業 1.0億円 100人

③小売業 0.5億円 50人

④サービス業 0.5億円 100人
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大企業の申請要件（省エネ・非化石転換補助事業）

年間のエネルギー使用量が原油換算1,500kL以上である事業者(特定事業者等)は、
省エネ法に基づき、“中長期計画書”及び“定期報告書”を提出していると思います。

「大企業」のみ、定期報告書に関連した追加の申請要件があります。
省エネ法の事業者クラス分け評価制度において、次のいずれかを満たす必要があります。
『Sクラス』として公表されていることが確認できる事業者
もしくは
『Aクラス』に該当する事業者

大企業であるが、年間のエネルギー使用量が原油換算1,500kL未満の場合、
そもそもクラス分け評価などを受けていませんので、申請不可です。
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検討から申請前までのフロー①

申請予定の
１月末まで

申請予定の前年１１月までに実施 申請予定の前年１２月までに実施

 →夏期

 →冬期

 →停止

再検討

詳細検討

再検討

再検討

申請可否

○

追加アイテム

あれば

必要

必要

単体申請

△

×

・仕様書

・仕様書

平均　＿h/日×＿d/月×＿ヵ月

・稼働時間

省エネ量省エネ率

20%以上 5kL以上

10%以下 1kL以上＋

＋

＋

空調

検討
10kL以上40%以上

・概算金額（機器、工事、撤去）

・更新前後比較表
全般

 →型式、台数、能力、消費電力など

・稼働情報

平均　＿h/日×＿d/月×＿ヵ月

例年　＿月、＿月

既存

更新

〈検討時のポイント〉
・既存設備を導入してから15年～20年程度経過している
・複数台を更新する計画
・高効率機器を選定する
・集中熱源から個別熱源に更新：吸収式冷温水機やチラー → EHP（ビル用マルチエアコン、パッケージエアコン 等）
・電化や燃料転換を伴う更新 ：吸収式冷温水機（油）→ チラーやEHP

：GHP（ガスヒートポンプエアコン）→ EHP（電気式ヒートポンプエアコン 等）
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検討から申請前までのフロー②

申請予定の
１月末まで

申請予定の前年１１月までに実施 申請予定の前年１２月までに実施

既存

検討

全般

再検討

申請可否再検討

詳細検討

詳細検討

＋ 6kL以上 ×

追加アイテム

あれば

あれば

必要

単体申請

○

△

30%以下

・仕様書

省エネ率 省エネ量

50%以上 ＋ 10kL以上

40%以上 ＋ 8kL以上

トランス

更新
・概算金額（トランスのみ）

・仕様書

 →無負荷損[W]、負荷損[W]

・更新前後比較表

 →台数、容量[kVA]

〈検討時のポイント〉
・既存設備を導入してから20年～30年程度経過している
・複数台を更新する計画

・省エネ計算が定量的で申請しやすい
・変圧器だけの更新でも、交付決定(採択)レベルの省エネ効果に達するケースもある

・課題は「納期」と「工期」。単年度で心配な場合は、複数年度(２ヵ年事業)として申請することも可能。
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検討から申請前までのフロー③

検討

申請可否再検討

詳細検討

再検討

再検討

△ 必要

10%以下 ＋ 3kL以上 × 必要

単体申請 追加アイテム省エネ率 省エネ量

15kL以上 ○ あれば

更新
・仕様書

・概算金額（コンプレッサーのみ）
15%以上 ＋ 7kL以上

既存
・仕様書

・計測データ（無い場合はお教えください）
25%以上 ＋

全般
・更新前後比較表

 →台数、定格出力[kW]

コンプレッサー

申請予定の
１月末まで

申請予定の前年１１月までに実施 申請予定の前年１２月までに実施

〈検討時のポイント〉
・既存設備を導入してから20年～30年程度経過している
・複数台を更新する計画
・定速機からインバータ機種への更新であれば、省エネ効果は得やすい
・稼働時間が長ければ、長いほど省エネ効果は得やすい

(参考)
配管リークによる損失も大きい設備であるため、配管チェックと配管補修だけでも省エネに繋がる。
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3月下旬～4月下旬

6月中旬

交付決定日以降～（最大６ヵ月）

～1月31日（期限・厳守）

～3月31日

6月上旬～7月上旬

9月上旬

交付決定日以降～（最大３ヵ月）

～1月31日（期限・厳守）

～3月31日

確定検査（書類と現地）

補助金入金

補助金入金

補

正

２

次

無

償

交付申請

審査

交付決定（合否発表）

有

償

業務委託契約

工事契約・工事期間

工事費支払い

補

正

１

次

無

償

交付申請

審査

交付決定（合否発表）

有

償

業務委託契約

工事契約・工事期間

工事費支払い

確定検査（書類と現地）

提

案

無

償

省エネ計算（初回）

提案

詳細検討用資料の入手

省エネ計算（２回目）

再提案

覚書締結（申請意思決定）

申請準備

12 1 2 36 7 8 9 10 1112 1 2 3 4 5

年度 2025 2026

月 9 10 11

省エネ・非化石転換補助事業（単年度スケジュール）

※成果報告は申請する補助によってタイミングが異なりますので、申請補助が決まった際に説明します。
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省エネ・非化石転換補助事業（複数年度スケジュール）

3月下旬～4月下旬

6月中旬

交付決定日以降～（最大18ヵ月）

～3月31日（期限・厳守） ～1月31日（期限・厳守）

～3月31日 ～3月31日

6月上旬～7月上旬

9月上旬

交付決定日以降～（最大15ヵ月）

～3月31日（期限・厳守） ～1月31日（期限・厳守）

～3月31日 ～3月31日

11 12 1 2 36 7 8 9 10月 9 10 4 12 1 2 35

2025 2027

4 5

年度 2026

11 12 1 2 3 6 7 8 9 10 11

提

案

省エネ計算（初回）

提案

詳細検討用資料の入手

省エネ計算（２回目）

再提案

覚書締結（申請意思決定）

申請準備

無

償

補

正

１

次

交付申請

審査

交付決定（合否発表）

工事契約・工事期間

工事費支払い

確定検査（書類と現地）

補助金入金

無

償

業務委託契約

有

償

補

正

２

次

交付申請

審査

交付決定（合否発表）

工事契約・工事期間

工事費支払い

確定検査（書類と現地）

補助金入金

有

償

業務委託契約

無

償

※成果報告は申請する補助によってタイミングが異なりますので、申請補助が決まった際に説明します。



コンサルティング業務範囲と内容（完全成功報酬制）

「4.成果報告」が終わるまでが、補助事業の終了を意味します。成果報告まで業務範囲に入っていない場合は、補助金返還リスクが高くなります。

豊
国
エ
コ
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
ズ
の
業
務
範
囲

協業会社様：

お 客 様 ： 完全成功報酬

ファーストコンタクト

補助金獲得(入金)後に、

契約額の65％をお支払いいただきます。

4.成果報告（補助金入金～成果報告）

■補助事業ごとのルールに沿って報告書を作成します。

■目標達成に向けて運用方法をご提案します。 成果報告提出後に、

契約額の5％をお支払いいただきます。

有

償

3.確定業務（交付決定後～補助金入金）

■補助事業ルールに沿って補助金満額を得るため適切にガイドします。

■審査先からの不利な要求にも経験で対応します。

■審査事務局との窓口を行います。（一部対応不可）

■選定した事業での高評価システムをご提案します。
申請意思決定及び守秘義務契約のため

「覚書」を締結いただきます。
2.申請業務（補助申請～ヒアリング対応～交付決定）

■事業予算・動向、コンサルティング経験、情報収集・分析により採択水準を見極めます。

■エネルギー解析力、省エネ技術力、申請ノウハウを駆使して申請を行います

■審査事務局との窓口を行います。（一部対応不可） 交付決定後に「業務委託契約」の締結と、

契約額の30％をお支払いいただきます。

無

償

1.基本計画（案件の発掘～方針立案）

■設備導入計画を補助事業に沿ってプランニングします。

■様々な補助事業の中から、最適な事業を選定します。
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施工会社

基本契約スキーム

[申請者] お客様(設備所有者)

[コンサル] 豊国エコソリューションズ

合否通知・補助金支払 コンサル契約

 補助事業に係る業務を対応に係る契約
 【申   請   時】覚書
 【交付決定後】業務委託契約
 ※成功報酬制

＜申請に係る＞
 ・申請書作成
 ・質疑応答等の対応
 ・現地検査対応 等

契約関係 申請連携 補助に係るやり取り

Sii ・ GAJ ・ SERA 等

協業関係

施工会社様が受注出来るよう
様々な連携、サポートを
行います。

13

運命共同体
※契約関係なし

工事契約
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経産省補助 (Ⅰ)工場・事業場型の補助金活用事例１ R6[2024]年度補正
～食品加工場（関西）～

－ 1/3 (33.3%) 1/2 (50.0%)

冷凍 設備 30,000

工事 28,000

空調 設備 900

工事 500

600

60,000

－ (17.2%) (49.5%)

15,000

①中小枠

申請

300

0

10,000

②設備単位型

計画

29,700

0

250

450

14,000

実質補助率

10,300

0

補助率

事業費(千円)

補助金額(千円)

合計

撤去

0

工事費が
補助対象

補助金が約３倍

申請補助を変更、同じ更新アイテムで採択・補助金額大幅UP



－ 1/3 (33.3%) 1/2 (50.0%)

冷凍 設備 18,000

工事 7,000

空調 設備 12,000

工事 8,000

照明 設備 3,000

工事 900

1,100

50,000

－ (12.0%) (48.9%)

0

合計 6,000 24,450

－ 1,500

0 450

9,000

0 3,500

－ 6,000

－ 4,000

計画 申請

実質補助率

②設備単位型

6,000

撤去 0

事業費(千円)

補助金額(千円)

補助率

①中小枠
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経産省補助 (Ⅰ)工場・事業場型の補助金活用事例２ R6[2024]年度補正
～冷凍冷蔵倉庫（九州）～

申請補助を変更＋将来更新設備(空調,照明)を加えて、採択・補助金額大幅UP

工事費が補助対象

補助金が約４倍

将来更新設備も
補助活用で更新



－ 1/3 (33.3%) 1/2 (50.0%)

空調 設備 39,000

設備(能力増) 21,000

工事 120,000

工事(能力増) 80,000

40,000

300,000

－ (17.7%) (43.3%)実質補助率

撤去費 0 0

合計 53,000 130,000

－ 40,000

補助率

13,000 19,500

0 10,500

40,000 60,000

事業費(千円)

補助金額(千円)

計画 申請

③SHIFT事業 ①中小枠
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経産省補助 (Ⅰ)工場・事業場型の補助金活用事例３ R6[2024]年度補正
～特別養護老人ホーム（関西）～

保険として申請する補助２つに。能力増強分も補助対象とし、採択・補助金額大幅UP

能力増分が
補助対象

補助金が約2.5倍
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環境省

国土交通省

●脱炭素技術等による工場・事業場の省CO2化加速化事業（SHIFT事業）

・更新要件 電化もしくは燃料転換のみ

・省エネ要件 事業所全体で15％削減 もしくは、設備単位で30％以上削減

・対象経費 設備費と工事費

・補助率 １/３以内、千円未満切り捨て

・補助上限 １億円

●民間建築物等における省CO2改修支援事業

・省エネ要件 設備単位で30％以上削減

・対象経費 設備費と工事費

・補助率 １/３以内、千円未満切り捨て

・補助上限 0.35億円

●既存建築物省エネ化推進事業

・更新要件 躯体改修(窓、断熱材)を伴うものであること

・省エネ要件 事業所全体で20％以上削減

・対象経費 設備費と工事費（撤去も含む）

・補助率 １/３以内、千円未満切り捨て

・補助上限 0.5億円

省エネ・非化石転換補助事業(経産省以外)の補助事業
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